
平成２１年（１月～１２月）近畿地区工場立地動向調査（速報）

近畿経済産業局は、平成２１年（１月～１２月）に近畿地区において製造業、電気

業（水力、地熱発電所を除く。）、ガス業、熱供給業のための工場又は事業所（研究

所を含む。）を建設する目的を持って、１，０００㎡以上の用地を取得（借地を含

む。）した事業者を対象とする工場の立地動向について調査し、管内各府県の協力の

もとに取りまとめた。

○ 工場立地件数は、約４割の大幅な減少
工場立地件数は１５６件（前年２７４件）で、前年比４３．１％の大幅な減少

となり、減少率は過去１０年で最大となった。また、全国の立地件数は８７３件

（前年１，６３０件）で、前年比４６．４％の減少となった。

・近畿地区の立地件数は大幅に減少したものの、全国の減少率が近畿地区の減少

率を上回ることとなった結果、近畿における全国比は１７．９％となり、調査開

始以来最も高くなった。

・府県別立地件数では、前年から件数が増加した府県はなく、福井県（１３

件）、奈良県（２１件）が微減だったものの、他は軒並み大幅な減少。特に、滋

賀県（２２件）、京都府（１０件）は前年から大幅な減少となった。また、兵庫

県（５４件）、和歌山県（８件）も前年から減少となった。なお、大阪府（２８

件）も前年から減少したものの、上期（７件）と比べて下期（２１件）の立地が

大幅に増加した。

・兵庫県が前年（１０２件）から減少したものの、都道府県別立地件数で全国第

１位となった。

○ 工場敷地面積は、約３４％の減少
・工場の敷地面積は１，８９３千㎡（前年２，８５２千㎡）で、前年比３３．

６％の減少となった。なお、全国の工場敷地面積は １３，４５９千㎡（前年２

１，８１４千㎡）で、前年比３８．３％の減少となった。

○ １件当たりの平均敷地面積は増加
・１件当たりの平均敷地面積は１２．１千㎡で、前年（１０．４千㎡）を上回っ

た。（全国ベースでは１５．４千㎡）

・また、１０万㎡以上の大規模な立地の割合は２．６％と、前年（０．７％）か

ら大幅に増加した。（全国ベースにおいても２．６％）
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（問合せ先）近畿経済産業局 地域経済部 地域開発室

担当：橋本、唐木

電話：06-6966-6012(直通)   FAX：06-6966-6077

○ 工業団地への立地が大幅に減少
・工業団地への立地件数及び全体に占める割合はそれぞれ６０件、３８．５％

で、ともに前年（１４０件、５１．１％）より大幅に下回った。

○ 業種別では、食料・飲料の件数が最も多い
・業種（平成１９年１１月改正：日本標準産業分類表）別の工場立地件数で最も

多かったのは、食料・飲料の２０件で、以下、生産用機械１６件、化学工業、は

ん用機械が各１３件、鉄鋼、金属製品が各１２件と続いている。

○ 電気業の立地件数、敷地面積は、過去１０年で最も多い。
・電気業の立地件数は５件、敷地面積は２８８千㎡で、ともに過去１０年で最も

多い。特に敷地面積は、業種別でも食料品（３２１千㎡）に次いで２番目に多

く、すべて発電施設のための用地取得となっている。

○ 立地場所の選定は、「本社・他の自社工場への近接性」を重視
・新設立地場所の選定で「最も重視した」「重視した（複数回答）」を合計すると、

「本社・他の自社工場への近接性」（６４件）、「地価」（３２件）、「周辺環境

からの制約が少ない」（３０件）、「工業団地である」（２９件）、であった。

・全国ベースでみると「本社・他の自社工場への近接性」（３００件）、「地

価」（１８１件）、「工業団地である」（１６２件）、「周辺環境からの制約が

少ない」（１２４件）、「人材・労働力の確保」（１０６件）と続いている。

○ 資本金規模別は１億円未満の企業が７３．５％
・資本金別規模別では、１千万円～５千万円未満の企業が４７．２％と最も多

く、１億円未満の企業は７３．５％（全国ベースでは７６．６％）となってい

る。

・資本金１００億円以上の企業立地件数は１１件であり、前年（１９件）に比べ

て減少したものの、立地件数全体に占める割合は７．１％と、前年（６．９％）

と変わらなかった。


